
自治体病院に対する財政支援の拡充を求める意見書 

 

自治体病院は、救急、小児・周産期、感染症等の高度医療やへき地・離島における

医療提供など、民間医療機関では採算性が難しい医療を担い、地域に必要な医療を提

供しています。特に中山間地域やへき地など医療資源が少ない地域にとっては、自治

体病院は地域医療の最後の砦として重要な役割を担っています。 

しかし昨今、物価高騰や人件費の高騰、人材確保の困難により、各地で経営と医療

提供体制の維持が困難になっています。国の令和７年度補正予算において支援策が行

われ、令和８年度診療報酬改定においてプラス改定が行われましたが、いまだ厳しい

状況が続いています。全国自治体病院協議会の調査では、令和７年度の自治体病院の

決算結果は、令和６年度より一定の改善が見られたものの、依然として８０％以上の

病院が赤字となっています。こうしたもとで、令和８年度も人事院勧告に基づく人件

費引き上げが求められることとなり、また多くの病院で建て替えや再編などの大規模

な設備投資が必要となっていますが、その費用も高騰が続き、各病院の経営努力のみ

では将来を見通しにくいものとなっています。 

「『骨太の方針』２０２６」では、「経済、物価の動向が２０２６年度診療報酬改定

時の見直しから大きく変動し、医療機関等の経営状況に支障が生じた場合には、令和

９年度予算編成過程で診療報酬上の加減算を含む更なる必要な調整を行う」と記載さ

れています。現状はこの内容が当てはまる情勢であると考えます。 

国におかれては、令和９年度の予算編成および地方財政計画、令和８年度の補正予

算において、以下の点を具体化し、自治体病院への財政支援を拡充することを求めま

す。 

 

記 

 

１. 全般的な物価上昇に加え、中東情勢の悪化に伴う医療材料の高騰に対して、医療

機関への補助の拡充や診療報酬の中間年改定を実施すること。 

２. 自治体病院に対する繰出金の地方交付税措置を拡充すること。 

３. 資材価格等高騰を踏まえ、病院事業債の元利償還に対する交付税措置の基準単価

を引き上げること。あわせて、交付税措置のより手厚い「病院事業債（特別分）」

について、現在は令和９年度中に実施設計に着手した事業までとなっているとこ

ろ、期限の延長や対象の拡大を図ること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

令和８年９月３０日 

大和高田市議会 

 


